
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

フォローアップ用

計画承認後、議会に説明及びホームページに掲載

うきは市

8.125(H17)

22,570(H18)

10,003(H18)

8,260(H18)

うち公営企業債現在高(百万円)

0.40(H18)

82.1(H17)

6.5(H18)

32,904国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在) 245
構成団体名

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 12,567(H18)

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

6.9(H17)

基 本 方 針

〔合併期日：平成１７年３月２０日〕
新市建設計画の基本方針
○人がいきいきする産業の振興　　　○人を大切にする保健・福祉の充実
○人が過ごしやすい生活基盤の整備　○人にやさしい生活環境の整備
○人を育む教育・文化の充実　　　　○人がふれあう交流の促進　　　○ともに歩む行財政運営の推進
○退職者の補充を抑制することによる一般職職員の削減及び特別職職員等の削減を行う。

内　　　容

　集中改革プランの計画期間である平成２１年度までの確実な計画実
行を基本に、今後の財政健全化に向けて合併の効果を最大限に発揮す
べく計画を策定する

うきは市財政健全化計画

平成１９年度～２３年度

うきは市行政改革集中改革プラン２００５（Ｈ１７～Ｈ２１)



５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

11公営企業金融公庫資金 11

25旧簡易生命保険資金

6

0 0 0

7 19

旧 資 金 運 用 部 資 金
4 1繰上償還希望額

繰上償還希望額

繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

25,293

5,654

合　　計

10,200

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 10,200

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 6,534 18,759

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

4,426 1,228

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

小　　　計　　　　 (B)

学校教育施設等整備事業債
（調整債含）

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

4,426

4,426 1,228

5,654

5,654

1,228

6,534 18,029 24,563

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

730 730

10,200

6,534 18,759 25,293

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

10,200 10,200

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

学校教育施設等整備事業債

　公営住宅建設事業債

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

臨時地方道整備事業債
普
通
会
計
債

小　　　計　　　　 (B)

一
般
会
計

出
資
債
等

10,200

一
般
会
計

出
資
債
等



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 税収入等の確保

課 題 ② 定員管理の適正化

課 題 ③ 雇用の場及び自主財源の確保

課 題 ④ 補助金の見直し

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　当市は、平成１７年３月２０日に旧吉井町と旧浮羽町の合併により「うき
は市」としてスタートした。人口32,092人、面積117.55平方キロメートル
で、農業を主な産業とする農村地帯である。近年の農業を取り巻く厳しい状
況により、所得の伸びは見込めない状況が続いている。現在、企業誘致に取
り組み雇用の場・自主財源の確保に努力しているところである。なお、財政
状況（平成１７年度決算の類似団体（１１３団体）比較では、財政力は平均
以下（58位）、経常収支比率は上位（12位）に、実質公債費比率（１位）等
で、現時点においては概ね良好な状態にあるが、財政力の弱い現状では、交
付税をはじめとする依存財源の動向に大きく影響を受けることとなり、今後
も慎重な財政運営が望まれる。

　合併団体であり、建設計画に沿って合併特例事業債を活用して事業の推進
を実施しているが、当然後年度の負担が発生し財政運営の硬直化につながる
恐れがある。このため、事業実施の慎重な見極めは当然、経費節減に努め後
年度の償還財源確保のため、減債基金に起債額の一定割合を積み立てること
としている。

　経費節減のため、運営費補助金については平成１８年度に一律削減を実施した
が、合併時に調整が十分でなかった補助金もあり、行財政改革の観点からさらに全
体的な見直しをおこなう必要がある。

　定住化促進・自主財源の確保は、人口減や依存財源の占める割合が大きい当市の
重要な課題である。早急に企業誘致等をおこない、雇用の場の確保とともに自主財
源確保に向けての取り組みが求められている。
（財政力０．４０１、類団比較：58/113位）

　集中改革プランに沿って定員管理の適正化を図り、さらなる経費節減をはかり、
現在の厳しい財政状況に対応した財政運営が求められている。
（人口千人当たり職員数7.43人、類団比較：7/113位）

　平成19年度の税源移譲により、所得譲与税が廃止され今まで以上に歳入に占める
市税の割合が増加した。財政力の弱い当市では市税等をはじめ保育料や住宅使用料
等の徴収を強化し、税負担等の公平化を図るとともに自主財源の確保につとめ財政
の安定化を図る必要がある。（財政力０．４０１、類団比較：58/113位）



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度平成20年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込） （決算） (計画） （決算） (計画） （決算）

地方税 2,471 2,353 2,363 2,489 2,482 2,775 2,755 2,681 2,650 2,707 2,591 2,735

地方譲与税 618 653 756 796 922 685 620 685 587 685 559 685

地方特例交付金 75 77 74 71 64 22 37 22 53 6 50 6

地方交付税 4,717 4,325 4,374 5,020 4,798 4,760 4,988 4,821 5,263 5,293 5,754 5,508

小計（一般財源計） 7,881 7,408 7,567 8,376 8,266 8,242 8,400 8,209 8,553 8,691 8,954 8,934

分担金・負担金 122 113 129 94 115 169 136 126 115 126 123 126

使用料・手数料 446 446 456 447 437 429 426 449 431 449 430 449

国庫支出金 698 727 828 1,285 1,088 1,301 2,278 1,224 1,646 1,224 1,777 1,223

うち普通建設事業に係るもの 229 119 292 259 217 375 674 100 282 100 162 100

都道府県支出金 1,517 973 863 876 969 848 812 730 802 730 935 730

うち普通建設事業に係るもの 962 357 168 223 279 10 45 61 95 61 177 61

財産収入 27 23 42 49 83 103 94 75 380 75 112 75

寄附金 10 32 20 40 24 11 13 0 13 0 5 0

繰入金 975 476 2,051 636 615 799 1,067 840 330 318 311 260

繰越金 732 575 477 247 654 345 463 540 1,116 546 619 640

諸収入 222 174 646 232 290 297 287 214 272 214 217 215

うち特別会計からの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方債 773 1,066 1,067 2,195 1,271 1,600 2,495 939 1,553 1,356 1,121 1,307

特別区財政調整交付金

13,403 12,013 14,146 14,477 13,812 14,144 16,471 13,346 15,211 13,729 14,604 13,959

人件費　　　　　　　ａ 2,783 2,647 2,650 2,550 2,465 2,377 2,274 2,263 2,228 2,141 2,151 2,069

うち職員給 1,822 1,734 1,706 1,713 1,646 1,578 1,481 1,450 1,423 1,328 1,345 1,256

物件費　　　　　　　ｂ 1,278 1,323 1,686 1,394 1,339 1,402 1,444 1,496 1,564 1,496 1,709 1,496

維持補修費　　　　　ｃ 86 89 81 77 88 78 86 71 83 74 78 76

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 4,147 4,059 4,417 4,021 3,892 3,857 3,804 3,830 3,875 3,711 3,938 3,641

扶助費 722 942 1,112 1,797 1,906 1,926 1,888 2,078 1,938 2,099 2,391 2,120

補助費等 1,687 1,827 1,809 1,613 1,625 1,999 1,944 1,563 2,633 1,563 1,970 1,563

うち公営企業(法適)に対するもの 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

普通建設事業費 3,314 2,107 2,982 1,761 2,550 2,528 3,807 2,364 2,209 2,433 1,735 2,219

うち補助事業費 596 307 844 495 727 743 1,841 423 1,118 423 590 423

うち単独事業費 2,717 1,800 2,138 1,266 1,823 1,630 1,966 1,941 1,091 2,010 1,145 1,796

災害復旧事業費 10 21 123 126 134 83 30 5 36 5 6 5

失業対策事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公債費 1,160 1,066 1,100 1,022 1,038 1,140 1,397 1,390 1,351 1,495 1,495 1,643

うち元金償還分 889 817 866 808 810 909 1,163 1,116 1,105 1,269 1,252 1,405

積立金 369 347 772 1,866 643 501 847 90 881 297 428 182

貸付金 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち特別会計への貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社、三ｾｸへの貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繰出金 1,413 1,168 1,533 1,616 1,679 1,647 1,636 1,480 1,669 1,486 1,700 1,485

うち公営企業(法非適)に対するもの 555 216 396 465 494 477 610 520 617 526 506 526

その他 0 0 50 0 0 0 2 0 0 0 0

12,827 11,537 13,898 13,822 13,467 13,681 15,355 12,800 14,592 13,089 13,663 12,858

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度平成20年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込） （決算） (計画） （決算） (計画） （決算）

形式収支 576 476 248 655 345 463 1,116 546 619 640 942 1,101

実質収支 463 360 216 527 266 362 287 546 367 640 623 1,101

標準財政規模 7,932 7,842 7,662 8,125 8,144 8,157 8,349 8,318 8,613 9,038 9,071 9,071

財政力指数 0.4 0.372 0.380 0.389 0.401 0.412 0.419 0.420 0.406 0.409 0.382 0.396

実質赤字比率　　　(％) － － － － － － － － － － － －

経常収支比率　　　(％) 80.0 81.6 88.0 82.1 87.9 89.8 90.2 87.7 89.1 86.9 84.2 86.9

実質公債費比率    (％) － － － 6.5 7.0 7.1 8.9 10.2 10.3 11.7 11.6 11.6

地方債現在高 10,268 10,518 10,719 12,106 12,567 13,258 14,590 14,413 15,038 15,125 14,907 14,809

積立金現在高 7,832 7,745 6,631 8,063 8,260 8,166 8,080 7,867 8,696 6,891 8,817 8,827

財政調整基金 2,517 2,547 2,080 2,191 2,297 2,096 1,616 1,488 2,162 983 2,416 2,740

減債基金 793 857 789 579 898 1,204 1,696 1,765 1,766 1,854 1,656 1,630

その他特定目的基金 4,522 4,341 3,762 5,293 5,065 4,866 4,768 4,614 4,768 4,054 4,745 4,457

※平成２４年度：実質公債費比率　 13.3％

区　　分

平成22年度

（計画第４年度）

平成21年度

（計画第３年度）

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計

平成21年度 平成22年度

（計画第４年度）（計画第３年度）



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

新市建設計画の基本方針
○人がいきいきする産業の振興　　　○人を大切にする保健・福祉の充実
○人が過ごしやすい生活基盤の整備　○人にやさしい生活環境の整備
○人を育む教育・文化の充実　　　　○人がふれあう交流の促進　　　○ともに歩む行財政運営の推進
○退職者の補充を抑制することによる一般職職員の削減及び特別職職員等の削減を行う。
　※効果：人件費削減額（Ｈ19決算見込－Ｈ16決算）△２５７百万円（△９．７％）

○課題２
  　集中改革プランでの計画目標は、平成１７年度から平成２２年度までに２０名削減：削減率△７．２％(うち普通会計△１８
　名）具体策として①保育所職員の退職者不補充②学校現業職員の不補充及び民間委託化③事業部署の統合等で順次削減。
　　平成２３年度に係る今回の財政健全化計画においても、引き続き継承する計画である。
　　　　※　別紙：「職員数等削減計画表（集中改革プラン・財政健全化計画）」添付

Ｈ.18.4.1の国の給与構造改革に準じた見直しを行っている。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

　　　　　　　　　　　　　２２年４月に廃止
地域手当は、３%であったものを２０年４月に１．０％とした。今後は、平成２２年度を目途に廃止することを検討中である。

◇　技能労務職員の給与のあり方
　現在は、行政職（一表）の給料表を適用しているが、４級止まりとしている。
　今後は、業務のアウトソーシングを含め検討をおこない経費削減に努めるとともに、給与の取り扱いについては年度末に公表の予
定である。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方 　平成１８年４月１日より、退職時特昇は廃止している。

◇　福利厚生事業のあり方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２年度から１．７５／１０００
福祉協会負担金について、１８年度までは、４／１０００を負担していたのを、１９年度から３．５／１０００とした。
 今後は、福利厚生事業の委託化も含めてあり方の検討をおこない、その内容について年度末に公表する予定である。

　合併を機に、あらゆる面での事務経費の見直しをおこない経費節減につとめているが、物件費について予算編成時に需用費（消耗
品等）の一律削減（H18、H19の２回５％削減）、旅費（H18に５％、H19に職員旅費費用弁償削減）の削減を実施している。
※削減目標額　Ｈ19～23　△７７百万円

　平成１８年９月より１１件の施設において、指定管理者制度による施設の管理をおこない、管理経費の縮減に取り組んでいる。
○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容
○課題１
平成19年度より「徴収対策室」を設置し、税源移譲された市税をはじめ保育料や住宅使用料等の滞納減少に向け、一体的に取り組み
を進めている（財政力０．４、類団比較：58/113位）
　未利用財産については、洗い出しをおこない売却可能なものは売却実施。（Ｈ１７～１８売却済額：６０百万円）
なお、財産売却の平成２２年度実績は１３百万円であり、平成２３年度は４６百万円を見込んでいる。

　　　　　　　　　　　　現在、企業誘致を推進するため工場団地の整備を行っている。
土地開発公社については、現在は保有する土地はない。今後、解散の方向で検討をおこなう。

◇　給与及び定員管理の状況の公表 給与の公表と定員管理状況の公表については、毎年３月に広報及びホームページで公表している。

◇　財政情報の開示
当初予算内容、決算内容、半期毎の執行状況、財政比較分析表等について、広報及びホームページにて公開し、財政情報の開示に努
めている。特に、決算については９月議会での認定とし、早期の決算の情報開示に努めている。なお、平成１８年度決算よりバラン
スシートについて同様に公表を行っている。

　現在、平成１８年度決算によりバランスシートを作成し、公表に向けて事務を進めている。なお、その他の財務書類については平
　　　　　　より総務省方式により公表している。
成２１年度の公表に向けて準備をすすめている。

今後、導入に向け検討をおこなう予定である。

○課題３
　雇用の場及び自主財源確保のため、平成１９年度より「企業誘致推進室」を設置し、企業誘致を推進し雇用の場の確保とともに税
収確保に向けて取り組んでいる。

○課題４
　経費節減のため、運営費補助金については一律削減を実施したが、合併時に調整が十分でなかった補助金もあり、平成19年度に行
政改革推進委員会において全体的に見直しを実施し、平成20年度予算に反映させた。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

265 256 253 254 252 245 239 238
233
236

232
236

△ 3 △ 9 △ 3 1 △ 2 △ 16 △ 7 △ 6 △ 1
△5
△2

△1
0

△20
△15

職員数のうち一般行政職員数 230 225 222 228 226 219 217 216
211
216

212
217

増減数 △ 3 △ 5 △ 3 6 △ 2 △ 7 △ 7 △ 2 △ 1
△5
△2

1
△14
△9

職員数のうち教育職員数 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

増減数

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数

増減数

職員数のうち技能労務職員数 33 29 29 24 24 24 20 20 20
18
19

増減数 △ 4 △ 5 △ 9 △ 4
△2
△1

△6
△5

10.3 11.6 11.6

－ － － 6.5 7.0 7.1 8.9 10.2 11.8 11.8

0.5 0.1 1.8 1.4 1.3 0.0 4.6

15,038 14,907 14,809

10,268 10,518 10,719 12,106 12,567 13,258 14,590 14,413 14,537 13,997

448 △ 131 △ 98 2,242

△ 118 250 201 1,387 461 2,181 691 1,332 △ 177 124 △ 540 1,430

2,174 2,072 2,048 1,962 1,911

2,541 2,424 2,400 2,347 2,264 2,192 2,105 2,062 1,940 1,868

90 192 216 302 353 1,153

97 214 335 593 1,322 2,561 72 159 202 324 396 1,153

242 239 236 233 219 219 207 207 207 207

3 3 3 3 14 26 0 12 12 12 12 48

269 208 208 208 208 208

15 15 61 61 61 61 61 305

13 46

13 46 59

1,565

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 2,602 1,506
　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 60千円
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

改善額

（単位：人、百万円）

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)

改善額

課　題 取 組 及 び 目 標

（課題２）団塊世代が退職した後の採用調節及び機構改革、事務量の再点検を行い、事務の能率化を図らなければならない。（Ｈ１９～２３
に職員１６名削減　△６．３％）

合併特例事業債の活用については、発行可能額の概ね７割にとどめ後年度の負担額の増加を抑える。

4-1

4-2

○○○

4

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

合併後、平成１９年度より下水道使用料の見直しを実施したが、今後も５年を目途に見直しおこない、適正な負担を求め基準外の繰出し解消
に努める。

（課題４－１）　補助金（団体運営補助金）の見直しをおこない、経費節減につなげる。

（課題４－２）　旅費及び需用費等の物件費の見直しをおこない、経費節減につなげる。

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

地方債現在高

1

実質公債費比率

増減

課　題

増減

計画合計

職員数

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

補助金等の整理合理化（団体運営補助）

改善額

行政管理経費見直し（物件費）

改善額

不用資産の売却

改善額

計画前５年間改善額　合計

改善額

○○○


